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このたび、PwC Japanグループは2016年3月に組織再編

を行いましたことをお知らせします。

日本におけるコンサルティング部門を統合し、新たに戦

略から実行までのコンサルティ ングを専門とする「 PwC

コンサルティング合同会社 」を設立した他、M&A・事業再

生・インフラ関連のディールアドバイザリーを専門とする

「 PwC アドバイザリー 合同会社 」が事業を開始しました。

その他、一部法人は合同会社化に伴い法人名を変更し、PwC

あらた監査法人は、2016 年 7 月に有限責任監査法人への

移行を予定しております。今回の組織再編は、PwC Japan

グルー プの各法人がそれぞれの専門性を高めるとともに、

PwCのグローバルネットワークとの人材やナレッジ共有など

の協業体制をより一層強化することを目的としています。

現在、企業の抱える課題は、急速に複雑化しています。

グローバル化やテクノロジーの進化、地政学リスクの拡大が

企業の根幹を揺るがしかねないと言えるでしょう。PwC が

例 年世 界 経 済フォー ラム（ ダボス会 議 ）に合わせて発表

する、世界CEO意識調査でも、多くのCEOが、サイバーや地

政学リスクなどの脅威や、政治的、経済的価値観の多様化に

よる、いわゆる「ブロック経済化 」を問題認識として挙げて

います。このような国境を跨ぐテロやサイバー攻撃などの

脅威への対応は、国内での経験や過去の事例だけでは解決

への糸口さえ見いだすことが難しくなっています。

PwC Japan グループ代表

鈴木 洋之

組織再 編 のご 挨 拶 PwCは、幅広い専門性と 157 カ国のグロー バルネッ ト

ワークを活用し、極めて複雑な経営課題の解決や、企業変革

を、戦略立案から実行まで一貫してご支援する日本企業の

グローバル・ビジネス・パートナーです。PwC Japanグループ

の各法人は、今回の組織再編を機にこれまで以上に緊密な

連携を図り、クライアントがグローバル市場での競争力を

一層高めることを全力で支援します。

体制の詳細については、以下をご覧ください。

アシュアランスサービス

PwCあらた監査法人　　　　　　　
京都監査法人　　　　　　　　　　　　
　
コンサルティングサービス

PwCコンサルティング合同会社　　　

ディールアドバイザリーサービス

PwCアドバイザリー合同会社 　　　　　
　　　

税務サービス

PwC税理士法人
　　
法務サービス

PwC弁護士法人

PwC Japanグループの経営支援

PwCジャパン合同会社

PwC Japan グループの主要な法人（ 3月以降の体制 ）



Season’s Report
from  

2016年8月に南米初のオリンピック

およびパラリンピック開催を迎えるリオデ

ジャネイロでは、街と会場を結ぶ地下鉄

工事などのインフラストラクチャーの建設

や環境整備の工事が急ピッチで進んでい

ます。

一方、ブラジルの国内経済は、2015年

度GDP成長率がマイナス3.8%、2016年

度もマイナス3.0%となることが予想されて

います。また、この景気低迷に、重大な悪

影響を及ぼしているのが、世界的な資源

価格の下落と、ブラジルレアルの為替レー

トおよび政治の混迷による先行きの不透

明感などの要因が挙げられており、これら

要因の早急な解決が期待されています。

景気が後退するなかで、日本企業による

投資およびブラジルでのビジネスもその影

響を受けています。ブラジルで事業を営

む際に避けては通れないブラジルコスト、

税務および労働問題などさまざまな障壁

に日々直面している企業は、経済面での

不安要素が加わることで非常に厳しい局

面を迎えていると言えます。

PwCブラジルでは、ブラジルで投資お

よび事業を展開する企業に対してさまざ

まな局面で支援を行っていきたいと考えて

います。そのために会計・監査、税務、

アドバイザリーに日本語対応可能なスタッ

フを配置し、ビジネスカルチャー、制度や

規制が異なるブラジルでの事業の成功を

支援する体制を整えています。

グローバルに広がるPwC の活動を現地オフィスからレポートします。

Global

開催が迫る五輪への期待と国内経済の行方 ― ブラジル

特派員

矢萩信行 Nobuyuki Yahagi 

 PwC ブラジル法人
 Assurance Director
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Value Navigator （バリューナビゲーター）

本誌では、PwCのグローバルに広がる157カ国、208,000人以上のプロフェッショナルネットワーク
を生かし、現場から得られる最新のビジネス情報やグローバルのナレッジ情報をご紹介します。
本誌がクライアント企業の皆様の価値創造を導く一助となることを願い、この誌名に表現しました。
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CEO が変革を進めている領域 Top 5
■大胆な改革を実施 （%）　■ある程度の改革を実施 （%）　■変更なし （%）（ 日本のCEO % ）
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のCEOがテクノロジーの活用法を
大胆に改革

51%

イノベーションに最大の効果を発揮する
テクノロジーとは

第三次人工知能ブームは

なぜ起きているのか

松崎　最近あらゆる領域で人工知能の

活用に注目が集まっています。なぜここ

まで多くの人々が人工知能に期待して

いるのだと思いますか。

松尾　 実は人工知能自体は1956年に

研究がスタートした歴史のある領域で

して、現在は第三の人工知能ブームと呼

ばれています。その要因の1つは、ディー

プラーニング（深層学習）がほんの2 ～

3年の間に急速に進化したことにあると

見ています。ディープラーニングとは、

学習するポイントを人間が指定しなく

ても、コンピュータが自ら発見してより

深く学習を進めていく技術です。この

ような特性のため、さまざまな仕事の改

善に活用できると期待されているわけ

です。

　従来の人工知能というのは、大人でも

歯がたたないような難解な数学定理を

解くのは得意でも、子どもでも簡単にで

きるようなこと─例えば画像の認識な

どは苦手でした。それがディープラーニ

ングがブレイクスルーとなり、画像認識

精度では昨年ついに人工知能が人間を

凌駕してしまったのです。

　そして興味深いのが、人工知能は人

間の赤ちゃんと同様の発達過程をたどる

Value Talk

松尾 豊 氏
 Yutaka Matsuo

東京大学大学院工学系研究科
技術経営戦略学専攻
特任准教授

松崎 真樹
 Maki Matsuzaki

PwCコンサルティング合同会社 
テクノロジーリーダー
パートナー

対　　　談

特集

テクノロジーの進化が
ビジネスを変える
今やテクノロジーの進歩／技術革新の勢いは留まるところを知らず、私たちの生活スタイルのみならず、

ビジネスのあり方までも大きく変えようとしている。PwCグローバルで実施した「第 19回世界 CEO意識

調査」でも『テクノロジーの進歩』が変革に最も影響を与える要素として捉えられているように、企業

経営にはテクノロジーをいち早くビジネス戦略へ取り込み、自社の競争力の源泉としていくことが強く

求められている。

本号では、“テクノロジーの進化”をテーマに開催した PwC グローバル メガトレンド フォーラムのレポー

トを中心に据え、世界の企業がテクノロジーを基盤としたビジネス変革へと邁進するなか、日本企業は

どこにフォーカスし、どのような変革を進めていくべきかについて考えていきたい。巻頭対談では、特に

進化が急速であり、ビジネスや社会全般に与えるインパクトが大

きい人工知能にフォーカスし、日本での研究の第一人者である、

東京大学大学院特任准教授の松尾豊氏に、PwCコンサルティング

合同会社のテクノロジーリーダー、松崎真樹が話を伺った。

出典：「第19回世界CEO意識調査」
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であろう点です。まずは外部の情報を認

識し、次に運動、言語といった具合です

ね。つまり、現在の人工知能は認識の

習得を終えて運動を学ぶ段階に入ったの

です。象徴的なのが、米 Google 傘下の

ロボットベンチャー Boston Dynamics

社が開発した二足歩行ロボットでしょう。

こうした二足歩行のロボットは、つい

1年前にはしょっちゅう転んでいたので

すが、最近公開された映像では実にしっ

かりと歩行しています。その進化のスピー

ドは私の予想をはるかに上回っていて、

最初に映像を見たときは正直ショックを

受けました。このところずっと「ものづく

りが得意な日本は、物理的な機械技術

が欠かせない運動過程のディープラー

ニングに大きなチャンスがある」と言っ

ていましたから。日本企業もうかうかと

はしていられない状況になったと言えま

すね。

松崎　まったくそのとおりだと感じて

います。PwC Japanグループとしても、

日本企業が人工知能を用いてより競争

力を発揮できるよう、各種支援を強化し

ています。2月25日には、ディープラー

ニングやマシンラーニング（機械学習）

による企業の業務改革、イノベーション

を支援するコンサルティングサービス

の提供を開始しました。PwCが今、特

に注目しているのが、人工知能とIoT 等

のセンサー技術とを組み合わせた導入で

す。IoTであらゆる機器からリアルタイ

ムなデータ収集が可能になったため、マ

シンラーニングなどを活用することで、

状況の変化に応じた将来予測ができるよ

うになりました。既にグローバルでは実

績を上げていまして、例えばある航空会

社では将来予測によりメンテナンスを効

率化して、飛行機の遅れを30％も削減

していますし、ある自動車会社ではたっ

た半年で補修コストを100万ドルも削減

することに成功しています。

人工知能でなくなる仕事と

変わる仕事

松崎　「人工知能が普及すると人間の仕

事が奪われる」といった記事もよく目に

しますが、実際のところ人の仕事や企業

のビジネスにどういった変化が起きると

考えますか。

松尾　まずホワイトカラーとブルーカ

ラーで大きく異なると見ています。ブルー

カラーについては、人手が足りない仕事、

とりわけ “ しんどい ” 作業から優先的に

ロボットに取って代わっていくことでしょ

う。農業や建設、食品加工等、人手が

必要な産業分野にロボットを使ったビジ

ネスのチャンスが生まれるはずです。

　このような新しいビジネスでの成功の

鍵はスピードです。例えば農業分野であ

れば、畑の土壌がこの状態のときにはど

の作物をどう育てると収穫量が上がる、

といったデータを少しでも多く、そして

継続的に蓄積している企業が強いので、

後から参入した企業にはなかなか勝ち目

がありません。

　次にホワイトカラーについてですが、

一 部 の 仕事がなくなるというよりも、

仕事のやり方が大きく変わっていくで

しょうね。例えば弁護士の場合、過去

の判例を調べたりといった作業的な部

分は人工知能が担当する一方、クライア

ントから事情を聞いてアドバイスしたり、

裁判で弁論を行ったりといった人と接す

る部分は変わらないはずです。むしろ

これからの弁護士には、人との交渉力

がより強く求められるようになるかも

しれませんね。

松崎　その辺りは私たちコンサルタン

トにとっても非常に大きな課題です。特

にこれからコンサルタントを目指す若い

人たちを育成する際に、人工知能の普及

を踏まえたとき、どこを目指すのがベス

トなのか、日々頭を悩ませています。

松尾　ホワイトカラーには自動翻訳技

術も変化要因となりそうですね。この先、

自動翻訳の質が向上すれば、弁護士もコ

ンサルタントも国境を超えて戦わねば

ならなくなるでしょう。

松崎　まさしくそうなると思います。私

たちも肝に銘じておかねばいけません。

個人として企業として何をし、

どう変わるべきか

松崎　人工知能が人の仕事、企業のビジ

ネスを大きく変えていくなか、個人とし

て、企業として何をすべきでしょうか。

松尾　個人に関して言うと、実際に人工

知能を扱えるような力を身に付けるべ

きでしょう。実際、若い技術者に話を聞

くと、ディープラーニングの基礎理論に

ついて個人で勉強していたりすること

が多いんですね。そうした社内に潜ん

でいる人材を発掘して「ぜひ続けて」と

応援しながら育成していくのが大事だ

と思います。

　経営者の方々には、人工知能にはか

つてのインターネット以上の変革を引き

起こす可能性があるのだという認識を

持っていただきたいです。売り上げが 10

倍に伸びるか、それとも 10 分の 1 になっ

てしまうかの岐路に立たされているとも 

言えます。ここで重要なのは、これまで

のビジネスの延長線上の小さな範囲で

はなく、ビジネスのかたちがまったく変

わってしまうような大変革を想定して考

えることです。

松崎　先ほども少し触れましたが、日本

企業にとってのチャンスはどこにあると

見ていますか。

松尾　やはり “ ものづくり ” でしょうね。

先述のように人工知能の発達が運動ス

テージに入ったことで、再びものづくり

が見直され始めています。日本企業が技

術面で特に強いとされる分野として、各

種センサー機器をはじめ産業ロボットや

産業機械、農業用機械などがあります。

今の運動ステージのうちに、そうした

優れた競争力を生かさない手はないで

しょう。

松崎　日本の人工知能技術を見わたす

と、個々の分野では大きく見劣りするこ

とはないものの、事業化するための仕組

みが整っていないのを危惧しています。

優れた技術への投資はどうしてもシリ

コンバレーを中心に集まっていきます

から、国内ではなかなか次のステップに

進展できません。ですから、資金の回り

方を含めて、人工知能を生かしたビジネ

スの創出をサポートできるような社会

の仕組みが必要ですよね。

松尾　こと研究領域に限って言うと、

日本の人工知能研究は世界レベルより

遅れているのが現実です。しかし産業

への応用に目を向ければ、かなりの可能

性を秘めていると思います。技術を素

早く吸収して、他に先駆けて製品やサー

ビスにまで結びつけることができれば、

その分野をリードできるかもしれませ

ん。やはりとにかく大事なのはスピード

です。

日本企業が本気になれば、相当な投資

力も発揮できるはずなのに、残念なが

ら現状はまだ本気とは程遠いと言えま

す。人工知能にどう向き合うかが将来の

存続にかかわるのだという気持ちで全

力で取り組む必要があるでしょう。それ

ぞれの企業だけでなく、国全体が変わ

るべきときを迎えているのですから。

松崎　私たち自身も変わり、そして日本

企業の変革を支援していきたいと思っ

ています。ありがとうございました。

注記：本対談記事は、2016年2月25日に開催された“PwC グローバル メガトレンド フォーラム”での
スペシャルセッション【人工知能の破壊的影響力】をもとに編集しています。
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この 5 年ほどで一気に高まった

証拠としての電子データの重要性

池田　 先生が検事をされていた1995

～ 2000年の頃の犯罪捜査と、現在、弁

護士としてかかわっている企業の不祥

事対応等の調査では、電子データの証拠

の位置づけにはどのような変化が見ら

れますか。

垰　1990年代後半時の捜査では被疑者

の取り調べや参考人の事情聴取が中心

で、そこで使われる資料は基本的には紙

ベースのものでした。既にPCは普及し

始めていましたし、企業では電子メール

も使われていたはずですが、証拠として

電子データが出てきたというケースは

ほとんど記憶にないですね。弁護士の

観点から言うと、当時は、今では当たり

前となった社内調査委員会や第三者委

員会を設けて不正調査を行うというこ

ともほとんどありませんでした。当時と

今では立場は異なりますが、わずか15

年～ 20年ほどの間にまったく様変わり

したと感じています。

池田　今は大手企業がかかわる案件だ

とほぼ100％、電子データが証拠として

用いられているのではないですか。

垰　そうですね。私が2009年に事務所

に戻ってきて以降、電子データを扱う案

件が急激に増えていて、証拠としての電

子データの重要性も高まっています。

池田　最近ですと、個人のスマートフォ

ン・携帯電話で利用するSNSのチャッ

トアプリなどのやり取りが証拠となる

ケースも増えていますよね。あえて会

社のメールを使わなくても不正が行え

てしまうようになって、調査の範囲も広

がっているのではないですか。

垰　確かに、比較的若い人が関与した案

件でSNSのチャットアプリでの通信内

容が証拠となる場合がここに来て結構

あります。そうした場合はアプリの履歴

やメッセージなどの分析が重要になり

ます。

　ただ、企業で大きな不正を行いやすい

のは、それなりの権限を持った立場の人

たちですので、30代〜40代以降が中心

になります。そのためかこのようなSNS

のチャットアプリよりも電子メールを通

信手段に使うケースのほうがずっと多

いですね。

池田　大きな権限があるというのは、深

刻な不正も行いやすいということです

よね。実際、役員や社長まで関与した不

正事件もありますが、逆にそういった立

場の人たちは電子データの取り扱いに

疎い傾向にあるので、比較的証拠が見つ

かりやすいという印象を持っています。

垰　それはありますね。電子データが

決定的な証拠となった事件がこれだけ

報じられていて、電子データに対する調

査が当たり前となっていると理解してい

るはずなのに、それでも会社のPC内に

重要な証拠を残していたりするケース

Value Interview

垰 尚義  氏

企業や組織で発生した不正や不祥事が世間の注目を集める昨今、不正・不祥事に

関する情報開示とリスク管理が強く求められるようになっている。一方で業務におけ

るネットワーク・PC の使用が浸透したことで、不正調査の際にはデジタルフォレン

ジックスのような新たなアプローチが不可欠になりつつある。そこで不正調査の最

新の潮流と、デジタル活用での課題について知るべく、かつて検事として数多くの捜

査現場を経験し、現在は企業の不祥事対応やコンプライアンスなどを担当する、長

島・大野・常松法律事務所の弁護士、垰尚義氏に、PwCアドバイザリー合同会社

のシニアマネージャー、池田雄一が話を伺った。

Takayoshi Tao

長島・大野・常松法律事務所　弁護士

垰 尚義

長島・大野・常松法律事務所、パートナー。1992年慶應義塾大学法学部卒。1995年検事任官。2000年弁護士登録。2004年
デューク大学卒業。2004～ 2006年Schiff Hardin LLP(New York)勤務。2007～ 2008年証券取引等監視委員会事務局市
場分析審査課勤務。主な取り扱い分野は危機管理・不祥事対応、行政対応、コンプライアンス。これまで、証券会社・銀行を含
む金融業、建設業、製造業、製薬業等、多数の業種における企業不祥事、インサイダー取引、会計不祥事、海外を含む贈収賄等、
数多くの危機管理・調査案件に携わる。

電子データの分析が
真実解明と企業を守ることにつながる

11Value Navigator10 Value Navigator 



異
な
る
専
門
家
の
視
点
を

い
か
に
連
携
し
て
い
く
か
が

不
正
調
査
の
鍵
と
な
る

が多いです。一度データを消去しても

復元が可能だということを知っていて

も、どこかに一度保存して残っている場

合がほとんどですから。

池田　私も電子的証拠がまったく見つ

からないようなケースはほとんど経験

がないです。やはり断片的にでも何らか

の証拠が残されていますよね。

垰　最初から証拠を一切残さないよう

に注意深く不正を行えば可能なのかも

しれませんが、得てして不正というの

は、外部の業者などとのやり取りを進め

るなかで段階的に不正へと発展してい

くなど、それほど注意深く行われないこ

とも多く、どこかの過程で証拠を残した

り、データを全部消しきれなかったり、

あるいは消しても復元できる状態だっ

たりするものです。

電子文書のタイムスタンプが

不正取引調査の決定的な証拠に

池田　電子データが解決の鍵となった

案件のなかで、これまでで特に印象深

かったものはどういった内容でしたか。

垰　ある不正取引の案件なのですが、取

引の経緯などを知る上で重要な文書が

あり、さまざまな出来事との関係性か

ら、その文書の作成開始時期、修正時期

が意味を持っていました。その文書は

Wordで作成されていて、変更履歴のプ

ロパティから時間を含めて修正の過程

がすべて明らかになったのです。そのた

め、ある出来事が発生した後に文書に修

正を加えたといったように、行為者の不

正行為を分秒刻みで特定していくこと

ができました。紙ベースの証拠ですと、

とてもそこまでは突き止められません

から、とても印象的でした。この案件が

あってから、電子データの証拠でここま

で分かるということを意識しながら調査

を行うようになりました。

池田　タイムスタンプの分析というの

は完全にコンピュータフォレンジックス

ですね。

垰　はい。ただ私を含め弁護士の多く

はそこまでITについて詳しくないです

から、私たちでは見つけられないよう

なところにタイムスタンプが残っている

と思われるケースなどがあれば、外部の

フォレンジックスの専門家に調査を依

頼するようにしています。

企業はいかに身を守るべきか

池田　企業活動のなかで電子データは

今後も増え続け、不正事件においても証

拠として重要な役割を果たしているこ

とはよく分かりました。では、今後も不

正に立ち向かっていくに当たり、企業が

電子データを取り扱う際にはどのような

点に注意すべきか簡単にアドバイスを

いただけますか。

垰　不正調査を行っていると、電子メー

ルがどこにも残っていないといったケー

スも結構あります。削除するしない以前

に、そもそも保存すらされていない場合

ですね。メールの総容量も大きくなって

いるので、コストを考慮してメールの保

存期間を短くしようとする傾向も一部で

見受けられます。

　しかしよく考えていただきたいのは、

いざ不祥事が起きてしまっ た場合に、

メールをはじめとする電子データがど

れだけ重要な意味を持ってくるのかと

いう点です。電子データが残っていな

ければ、真実の解明は難しく、かなりの

時間も要してしまいます。不正事件の

調査では、調査開始から結果の報告ま

で、早急な完了が求められるケースが少

なくありません。企業としての説明責任

を果たし、企業を守るためにも、真実の

解明に必要な証拠となるという視点か

ら、メールの保存期間や保存方法を改

めて検討すべきでしょう。

池田　ストレージの低価格化が進んで

データを残しておくためのコストも下

がっているとはいえ、何万人規模となる

とどうしても費用対効果を優先してしま

う企業もありますね。しかし日頃からの

証拠保全は企業の身を守るためにも大

事なことですから、クラウドサービスを

活用してさらにコストを抑えるという流

れになりつつあると見ています。

専門家同士の連携が課題に

池田　電子データの証拠が集まったと

して、その取り扱いで苦労することはあ

りませんか。

垰　いろいろと苦労はありますが、常に

大変だなと感じているのはデータ量が

非常に多いことです。それに電子メール

やWord、Excel、PDF等と種類が多いの

も追い打ちをかけています。調査でよく

実施するのが、案件に関するキーワード

を設定しての全文検索なのですが、絞り

込めなかったり、逆に絞り込みすぎてし

まったりと、大量のデータのなかから目

当ての証拠に行きつけないといった状

況がよくあります。そのため、大量の電

子データをいかに効率的、効果的に見て

いくかというのが、現在とても大きな課

題となっています。

池田　コスト面からも青天井というわ

けにはいきませんから、そこはテクノロ

ジーを活用して効率よく絞り込むように

したいですよね。そのような場合に連携

することになる外部の専門家には、どの

ようなサポートを求めますか。

垰　やはり一番は、大量の電子データを

効率的、効果的に調べるためのアドバイ

スをもらうことでしょうか。調査にも期

限が設けられていますので、時間的制約

と対象となるデータ量に応じて、最も効

率的、効果的なアプローチをアドバイス

してもらえると非常にありがたいです。

　電子データが証拠となる以前の時代

であれば、紙と供述という法律家にも分

かりやすい証拠のみでしたから、その分

析に外部の力を借りる必要はありませ

んでした。しかし電子データとなって

くると大きく話は違ってきます。データ

形式によってどういった特性があるのか

や、無数にあるデータの組み合わせの

なかから、どんな切り口で分析すると何

が見えてくるのかは、データなどの専門

家の力を借りないとなかなか答えが見

えてきません。そしてそういった領域ま

でサポートしてもらえると、単なる検索

の効率性向上とは別の意味で有効な調

査ができるようになるのではと期待し

ています。

池田　そこは私たちとしても工夫を重

ねなければと肝に銘じています。とは

いえまったく違う分野の専門家が連携

しながら調査をすることになるわけです

が、どのように連携することが望ましい

でしょうか。

垰　昔、検事のときに実感したことがあ

ります。贈収賄の捜査の際、一般的に会

計士は会計帳簿や伝票は見慣れていて

も、不正を暴くという観点からは普段見

ていないため、なかなか不正を見つけら

れません。一方の捜査機関側からする

と、どうやって犯罪が行われるかという

視点はあっても、会計帳簿などには精通

していません。そこで会計士と話し合

いながら調査を進めると、やがて不正が

見えてくるのですね。会計士側はどん

な視点で書類を見れば不正が明らかに

なるかノウハウを習得できるわけです。

　こうした連携効果は、データの専門家

でも同じではないでしょうか。 法的に

どのような証拠が有効となるのか、弁護

士と連携し調査を行うことで、より効果

的な結果が得られるはずです。

池田　その点は私たちも実感していま

す。 そのため例えばPwCのフォレンジッ

ク部門には「フォレンジックアカウンタ

ント」と呼ばれる不正調査専門の会計士

を配置しています。

　ただ、現状は案件ベースでの連携が

ほとんどですから、多くが時間的制約の

ある不正調査の間では、なかなか専門家

同士でじっくりと議論をするのが難しい

というジレンマもあります。

垰　私も同じです。最近は不祥事の際

に第三者委員会を設けたり、証券取引所

から不祥事対応のプリンシプルが出さ

れるなど原因分析をしっかりと行い、有

効な再発防止策を施していくようにな

りつつあります。弁護士だけでは全て

に対応できないので、電子データの証拠

分析を含めて、専門家同士の連携のかた

ちを従来型からいかに発展させていく

かが、これからの不正調査の課題なので

しょう。

池田　それぞれ得手不得手はあるので、

うまく得意なところを生かすかたちで

連携できるようにしたいですね。効率的

な調査方法を見いだせるのも、専門性の

融合があってこそだと思います。私たち

としても、弁護士の方々の視点や発想

をよく理解して、有効な提案ができるよ

う努めていきます。ありがとうございま

した。
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落ち込んでしまう。「 つまり、どんな事

業であれ、いずれテクノロジーの影響

を受けるのだという意識で企業経営を

しなければならないということだ」と、

松﨑氏は強く訴えた。

テクノロジーの変化の波を直に受け

た同社では、テクノロジーが人々の生

活をどのように変えるのかを常に考え

るクセをつけるよう社内でのマインド

変革を図った。松﨑氏は、「将来大きな

インパクトを与える技術は、やりように

よっては当社のオポチュニティーにで

きるのだという認識を持ち、日々技術ト

レンドを俯瞰し経営への影響を洞察す

るように変わった」と語る。

こうして事業の転換・成長領域の創

出へと踏み出した同社は、顧客企業の

デジタルワークフローまで踏み込んだ

サービスソリューションを提案するハ

イブリッドビジネスへの転換や、商業印

刷分野の拡大、ヘルスケア事業への進

出など、新たな6つの事業施策を推進。

これらの施策と同時に、継続してイノ

ベーションを起こせる仕組みと環境づ

くりにも注力している。例えば“辺境か

らイノベーションを起こす仕組み”とし

て、世界の5極にビジネスイノベーショ

ンセンターを設立。それぞれの拠点で

オープンイノベーション・パートナー

との連携を深めながら、外部の人材の

発想や経験の活用に努めているという。

セッ ションの最後、松﨑氏は「 イノ

ベーションは経営の仕事だ 」と断言し

た上で、「技術の進化をはじめとした変

化が経営に及ぼす影響に対する感度を

常に高く持ちながら、イノベーション

を通じて企業価値を向上させるという

意気込みを欠いてはならない 」と会

場にメッセージを送って講演を締めく

くった。

日本企業におけるこれからのマネジメントでは、世界の５つの
メガトレンドすなわち人口構造の変化や世界の経済力のシフト、
急速な都市化の進行、気候変動と資源不足、テクノロジーの進
歩／技術革新をビジネス戦略に組み込み、リスクを克服しつつ
事業規模や経営規模を拡大し、グローバル成長戦略のさらなる
推進とともに新たな事業機会の創出を進めることが重要になる。
とりわけ「テクノロジーの進歩／技術革新」は、企業や社会が抱
えている課題や要求を解決するだけでなく、既存の産業構造や
国・地域を超えた新しいサービスを生み出すことを可能にする。
これを有効活用することにより、イノベーティブな方法でサー
ビスを提供するプレーヤーが出現しており、また既存のプレー
ヤーも生産性の著しい向上を実現することが可能になる。
2月25日に開催された「 PwC グローバル メガトレンド フォーラム」では、「成長戦
略」「人材戦略」「デジタル化の新潮流」「リスクマネジメント」「グローバル化戦略」
の切り口から“Digital Transformation”にフォーカスし、各分野に精通したPwC 
Japanグループのプロフェッショナルたちが日本企業の成長の在り方を示した。開会
の挨拶に登壇した、PwC コンサルティング合同会社の鹿島章代表執行役は、「テクノ
ロジーの進歩は、他のメガトレンドと比べて圧倒的に変化のスピードが速い。そのため
テクノロジーがどう進化していくのかを強く意識して企業経営に臨まねばならない」
と強調。「変化に対しどのように取り組むべきか、そして自らが素早く変わるためには
何が必要なのかを、皆さんと一緒に考えたい」と語り、本フォーラムの開幕を告げた。

  PwC
グローバル メガトレンド フォーラム

オープニングセッションに登壇した

コニカミノルタの取締役会議長、松﨑

正年氏は、「テクノロジーの進歩がビジ

ネスを変えるという問題認識のもと、経

営トップがどのように考え、そして当

社がどういった取り組みを進めている

のかをお伝えしたい」と開口一番に語っ

た。テクノロジーの進歩により事業環

境がいかに激変するのか、同氏は自社

がたどった経験から説明した。かつて

カラーフィルム市場が急速に縮小する

のと入れ替わって2000年から順調に

伸び続けたのがデジタルカメラ市場だ。

だが2010年にピークを迎えた同市場

は、スマートフォンの急速な普及を受け

てわずか3年後には半分の規模にまで

～テクノロジーの進化がビジネスを変える～

オープニングセッション

持続的成長に向けた
ビジネスアスリート経営
コニカミノルタ株式会社

取締役会議長 松﨑 正年 氏

PwCコンサルティング合同会社

代表執行役 鹿島 章

本フォーラムを採録したMovieはこちらからご覧いただけます。
http://www.pwc.com/jp/ja/megatrends/forum/2016/archive.html
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今後 12カ月に、貴社の売上が
成長する見通しについて
どれくらいの自信をお持ちですか？

質問：

「非常に自信がある」および「多少自信がある」の回答の合計（%）

の日本の CEO は、
短期的な自社の成長に
一定の自信を持っている。

78%

2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016（年）

92% 90%

64%

81%

88%
84% 81%

85% 84%90% 87%

50%
44%

73%
78%

73%

84%
79%

82%

78%

リーマンショック以降

■ 世界全体 （%）
■日本 （%）

61%

79%

52%

75%

61%

75%

61%
71%

57%
67%

■ 世界全体 （%）
■日本 （%）

質問：貴社の成長に対するビジネス上のそれぞれの脅威について、どの程度懸念していますか。
「非常に懸念している」および「多少懸念している」と回答した CEO の割合（%）

72%

94%

鍵となる
人材の獲得

危機に対する
備え

エネルギーコストの
変動

技術進歩の
スピード

サイバー
脅威

物価価格の
上昇・乱高下

CEO が感じる成長に対する脅威

その背景には、今後世界経済が減速して

いくだろうというCEOの見通しがある。

一方、日本のCEOはリーマンショック時

に経営見通しが世界の CEOに比べ著

しく落ち込んだものの、2016年は、同

レベルまで回復した 」と、鈴木は分析

した。

自社の成長にとって重要なマーケッ

トと考える国については、世界のCEO

と同様に日本のCEOにおいても米国が

トップとなった。前回、日本のCEOは

中国を挙げる割合が57％でトップだっ

たが、今回は45％と大きな落ち込みを

見せている。その一方で、東南アジアを

米中に次ぐ非常に重要なマーケットと

見なす傾向がはっきりとしてきた。

脅威と成長のための機会についての

設問では、世界のCEOの34％が成長機

キーノートセッションには、PwC Japan

のグルー プ代表、鈴木洋之が登壇。昨

年（ 2015年9月 ～ 12月 ）PwCが 世 界

83カ国の主要な企業の最高経営責任者

（ CEO）1,409名を対象に実施した「世界

CEO意識調査 」の結 果から見えてくる

メガトレンドへの対応について、日本

と世界のCEOとの比較を行った。同調

査は毎年実施されているもので、今回

で19回目を迎える。調査対象には日本

企業のCEOも126名含まれており、鈴

木は日本のCEOの意識の経年変化や世

界のCEOとの差異に特に着目しながら、

日本企業が直面する課題や今後の方向

性について浮き彫りにしていった。

「 1年後の自社の経営見通しに対する

自信を見てみると、世界のCEOは昨年

と比べて後退傾向にあるのが分かる。

日本の CEOに求められる、

グローバル市場を意識した人材戦略

ビジネス環境がますます複雑化して、

大きな脅威が次々と現れているにもか

かわらず、経営者にはさらなる成長が求

められている。鈴木は言う。「そこで必

要性が一気に高まっているのが、これ

までとは違ったタイプの人材の獲得だ。

だからこそ日本のCEOは、人材獲得を

最重要課題として掲げているのだろう」

特に日本のCEOは、変貌の激しい世

界で勝ち抜くために、人材戦略の改革推

進を最重視している。「TPPは物・サー

ビス、投資を加盟国内で自由化するが、

優れた人材の移動も自由化する。TPP

がもたらす成長機会の拡大などを受け

て、国境を越えた人材獲得競争が激化

するであろう。人材は国境を越えて移動

するのが当たり前な時代になれば、もは

や国籍などは関係ない。優れた人材は

自分が働きたい場所で働くようになる。

日本のCEOも、グローバル規模でマー

ケットを見据え、人材獲得戦略を練らね

ばならない」と、鈴木は強く主張した。

鈴木は言う。「現在の経営は、いわば

海図のない海で航海するようなもの。

かつてないほどのスピードと潜在的な

インパクトで進む技術革新と付き合い、

ホルダーから寄せられる幅広い期待に

応えるには、特定のステークホルダーの

要求に相反する事態も起こりうる。「最

適なバランスをとって期待に応えてい

くために、企業の存在意義（ Purpose）

を意識しているCEOが非常に多い」と、

鈴木は言う。企業の存在意義は、海図

のない航海で幅広いステー クホー ル

ダーの期待に応え、かつ大胆なトランス

フォームを実行する際のアンカーにな

るもので、何のためにビジネスを続ける

かという根源的価値にかかわるものだ。

トランスフォーミングな改革を進める

なかで、特に目立つのがテクノロジーを

活用するCEOの多さだ。世界のCEOで

はその割合は90％に達し、日本のCEO

も79％になる。「データアナリティクス

やCRMシステムなどを駆使しながら、

ステークホルダーとの対話を試みよう

としていることが読み取れる」と、鈴木

は分析する。

そして最後に鈴木は、講演の趣旨を次

のように総括した。「激動する世界で企

業が成長し勝ち抜くためには、顧客と幅

広いステークホルダーの期待値を把握

し、テクノロジー、イノベーション、人

材戦略の3つを結びつけながら、企業

の存在意義を明確化することが重要な

のだ」

変貌する世界における成功を再定義する
～日本と世界のCEO意識調査から見えるメガトレンドへの対応比較～

キーノートセッション

E-Commerceのなかで変化し続ける消

費者指向をキャッチし、ビジネスに対す

る一般社会の信頼を取り戻すため、世界

のCEOは今までより広くステークホー

ルダーの範囲を捉えることが必要と考

えており、財務情報に加え非財務情報の

開示により企業活動に一層の透明性を

増し、短期的利益より長期的利益を重

視する指向が一層見られます。この点

においては日本のCEOは世界のCEOよ

り高い比率で、会社の目的と社会のニー

ズは一致していると見ており、96%の日

本のCEO(世界71%)は会社の主要目的

は幅広いステークホールダーに対する

価値の創出であると答えています」

とはいえ、さまざまな立場のステーク

会と脅威の双方ともに増加中だとして

いることから、鈴木は「これら2つをい

かにマネージしていくかが企業経営で

強く問われるようになってくるだろう」

とコメントした。マクロ経済、政策、社

会、環境のどんなことに潜在的脅威を感

じているかについては、日本のCEOも

世界のCEOも、“為替の乱高下”“過剰な

規制”“地政学的な不確実性”を上位の脅

威と見ていることが共通する。また、ビ

ジネス上の脅威としては、鍵となる人材

の調達、消費者の嗜好や行動の変化、技

術進歩のスピード、サイバー攻撃、危機

に対する備えを日本も含め世界のCEO

が脅威と感じているが、特に日本のCEO

は鍵となる人材の調達について危機感

を持っている割合が94%(世界は72%)

と極めて高いことが特徴的である。

PwC Japan

グループ代表 鈴木 洋之
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成長戦 略

デジタル技術の進化が引き起こす
産業構造の大変革
PwCコンサルティング合同会社
ストラテジーコンサルティング（Strategy&）

リーダー  今井 俊哉

世界のCEOの多くが、グローバルメガトレンドのな

かで、テクノロジーの進歩を重視している。Strategy&

のリーダー、今井俊哉は「世界CEO意識調査」の結果を

示して、産業構造に大変革を与えようとしているテクノ

ロジーについて解説を行った。

注目すべきキーワードとして、ドイツ起点のIndustry 

4.0に言及。その本質は製造業における圧倒的な生産性

向上であるという。これはドイツの産業政策であり、自国

の製造業を維持するためにトップダウンで進められて

いるが、同時に日本では導入が遅れているという懸念も

示した。

3Dプリンターについては、完成度が高まるとともに

産業革命以降の大量生産により投資を回収し採算を図

るという製造業の収益構造に変革をもたらす可能性を

指摘。

最後に膨大なデータ分析によるビッグデータのイン

パクトが「破壊的に強力であると考えるべき」であり、

デジタル技術の進化がこれまでの常識をくつがえし、

産業構造の変革が進みつつあることを常に意識する

必要があると警鐘を鳴らし締めくくった。

グローバルメガトレンドセッション

Strategy&のパートナー、白石章二は、非常にショッキング

な数字としてR&D投資金額の推移のグラフを示した。グロー

バルイノベーション1,000という、グローバルでR&D投資が

最も多い1,000社を対象とした調査で、日本企業の2015年

のR&D投資額は、2005年に比べて13％しか増えていないと

いう。これに対して、グローバルイノベーション1,000全体

では70％増加。アジア企業だけの増加率を見ても79％増と

なっている。この10年の日本企業のR&D投資だけが増えて

いないのだ。

また、日本企業は他の先進国企業に比べて海外へのR&D投

資額の増加も少ない。その理由として拠点分散による効率低

下など、海外へのR&D投資の課題を挙げるCEOは多い。

しかし、海外の企業がR&D投資を増やせている理由として

「海外の企業は、分散するR&D拠点のマネジメントに熟練し

てきて、非効率を克服している」と分析する。

R&D投資の内訳を見ると、全体の約8％がコーポレートベ

ンチャーへの投資となっている。このコーポレートベンチャー

への投資は、アメリカや中国の企業が積極的であるのに対し、

日本企業は投資上位50社中に5社のみであり、全体投資額に

占める割合も5％にすぎない。

投資額が多いということは、経験が蓄積されていくというこ

と。社内でコーポレートベンチャーへの投資の仕組みが整備

されることで、投資後のリターンの取り方がうまくなると白石

は考える。

通常の投資判断では、ベンチャーキャピタルへの投資を機

能させることは難しい。これからチャレンジする日本企業の

トップは、シリコンバレーのエコシステムを理解する必要が

あると指摘する。

続いて、今後予想される破壊的な変化に対応するために

レジリエントな組織作りについて提言を行った。

レジリエントは、さまざまな変化に対して強い組織であり、

障害をはねのけて大きく飛躍する力を持つ組織力である。

どうやってレジリエントな企業を作っていくかが、これからの

経営者の課題であるという。

最も重要なことは、強烈な危機感を持つことだと提言す

る。「銀塩フィルムの市場は10年間で10分の1になった。そ

の後出てきたデジタルカメラの市場もあっという間に小さく

なった」。これをどう捉えるかが重要だという。「まあ大丈夫。

うちの業界はあと10年大丈夫」などと考えてはいけない。「今

のままでいいんだ」という会社のなかの空気をどう変えていく

かが、組織をレジリエントにするために必要だと強調する。

新しいケイパビリティーの活かし方
－破壊的な変化に備えて
PwCコンサルティング合同会社 ストラテジーコンサルティング （Strategy&）

パートナー  白石 章二

デジタル時代のカスタマーストラテジー
PwCコンサルティング合同会社 ストラテジーコンサルティング （Strategy&）

ディレクター  唐木 明子

低成長時代のマーケティングは、優良顧客とのリレーション

シップが重要である。Strategy&のディレクター、唐木明子

はデジタル時代のカスタマーストラテジーの重要性について

力説した。

カスタマーストラテジーとは、顧客を獲得し維持するための

一連の取り組みである。これに、デジタルツールを活用した

優良顧客の発見と関係再構築と、それらを可能とする変革へ

の取り組みが重要となる。

これまでは、マスマーケティングの手法による顧客数の増

大を広告代理店主導で行っていた。これからはカスタマース

トラテジーによる顧客データの分析から、ダイレクトチャネル

を活用した固定ファンの獲得と、より深い関係の構築を目指

すためには、大きな改革が必要だと唐木は考える。

最新の世界 CEO意識調査によると、日本のCEOのデータ

分析への理解は、欧米・アジアのCEOに比べて低いという結

果が出ている。これはデジタル化に対する危機意識が低い証

左といえる。実際に国内企業のCEOと話してみると、「まだい

いかな」「隣はやっていないから」「人材がいないから」といっ

た意見が出てくるという。

目と頭脳を発達させることができた生物が、進化過程で勝

ち残ってきたことを考えると、企業も同様に多くの情報を集

め、それを的確に分析する能力が喫緊の課題なのだと、生物の

進化になぞらえて唐木は主張する。

そして、企業のデジタル化とカスタマーストラテジーの推進

のためには、いくつもの重い課題があるという。

1つは、デジタル化が経営のトップマターになっているこ

と。ビジネスモデルの変革になるため、前例を踏襲するだけ

の意識では進めることができない。また、社内でのデジタル

系の人材を登用・獲得することも必要となってくる。

次に、優良顧客のことをきちんと理解していること。得てし

て日本では、全ての顧客に支持されることが成功であるとされ

てきたが、低成長の今、比較的少数の顧客が利益に貢献して

いるという構造を理解し、これら優良顧客の購買行動を正し

く理解していることが重要である。

最後に、デジタル化の素地ができていること。ファクトベー

スでの意思決定やPDCA導入を理解していること。働き方が

抜本的に変わることに抵抗はないかなど重い課題が続く。

デジタル化の波に乗り遅れることは大きなリスクにつなが

りかねない。既に海外の大手競合から周回遅れになっている

現状を認識し、改革を進めることが急務であると結んだ。

18 Value Navigator 19Value Navigator



デジタル時代の人材戦略と働き方

グローバルメガトレンドセッション

デジタル時代の人材戦略
PwCコンサルティング合同会社

パートナー  作佐部 孝哉

今、人工知能やロボットなどの技術革新（デジタル）

によって人間の仕事が奪われていくという予測が語ら

れている。企業の人事部門がそうしたデジタルの時代

に立ち向かうには人材データをうまく活用する必要が

ある、というのがPwCの見解だ。

「技術革新（デジタル）は、人材戦略に3つの変化を

もたらします」と、PwCコンサルティング合同会社 パー

トナーの作佐部孝哉。具体的には、優れたデジタル人

材をM&Aを通じて獲得・ 確保する「 acqui-hiring 」、

異業種の人材や人工知能・ロボットも活用可能にする

「ワークスタイル革新」、“勘と経験”から“人材データ”

に基づく意思決定を実現する「デジタルHRへの進化」

のそれぞれだ。

特に人材データの活用を推進するには、「人事部門が

デジタル化に必要な人材課題を把握し、企業内の人材

データを分析する体制・プロセスを整備し、人材デー

タの活用効果を経営層や各部門に理解してもらうこと

で社内の意識改革を進める、の3点が重要だ」と、作佐

部は指摘した。

「ワークスタイルイノベーションという言葉には、『ワークス

タイルをイノベーティブにする』と『イノベーションを起こす

ためのワークスタイル』という2つの意味を込めた」

PwCコンサルティング合同会社 パートナー、野口功一は

ボーダーレス・シームレス・コンバージェンスの「境目のない

社会」に求められる働き方を論じた。

イノベーションを起こすには創造性が必要、とはよく言われ

ることである。また、そのためには、ワークスタイル・組織・

人材・プロセス・市場とサービス・業務提携の全ての面で“い

い会社”であることも重要だ。

しかし、「日本のCEOは多様な将来環境の備えとして『人』

に焦点を当てる傾向が強いが、働き方改革の目的としては創

造性よりもワークライフバランスのほうを重視している」と、

野口。モバイル化・フリーアドレス化・在宅勤務制度・ペー

パーレス化による生産性向上も重要だが、それが競争力を高

めるためのワークスタイル改革になるとは限らないという。

「生産性向上によって生まれた余裕時間が創造性を高めるため

に使われる」というのは神話にしかすぎないからだ。

むしろ重要なのは人の力を最大化するプラットフォーム

作りである、というのが野口の考え。専門性と総合性を兼ね

備えた「 T型」人材、目標を自ら設定・評価した上で上司と合

意する「 Objective and Key Result（ OKR）」方式、現場への

権限移譲、多様な価値観をまとめてメンバーに“仕事を作れ

る”リーダーの育成、などが具体的な目標だ。

また、そうしたプラットフォームでは人材育成の考え方も

変わっていく。研修・トレーニング・評価・報酬などで個人

の能力やスキルを高度化・平準化するだけでなく、組織体制

の見直しとワークスタイルイノベーションによって組織全体

の底上げもしなければならないのだ。

ワークスタイルイノベーションの3要素として野口が挙げ

たのは、「コラボレーション」「リーダーシップ 」「デジタル」。

コラボレーションはインターディシプリナリ（異分野融合）型、

リーダーシップはカタリスト（触媒）型であることが望まれる。

また、日常生活で意識せずにITを使いこなせるようになる「デ

ジタル」も不可欠の要素。PwC自らもGoogle Apps for Work

を導入してデジタルを活用しているという。

「デジタル化の高度化に伴って、ITで創造性を高めるための

ヒューマンスキルが一層求められるようになる」と、野口。「組

織全体を底上げするワークスタイルイノベーションによって、

まずは従業員満足度（ ES）を高め、それによって顧客満足度

（ CS）の向上を図り、最終的に売り上げと利益として刈り取る

という順序が大切だ」と述べた。

M&AにおけるPMI
PwCアドバイザリー合同会社

パートナー  岡 俊子

ワークスタイルイノベーション
PwCコンサルティング合同会社

パートナー  野口 功一

わが国でも、デジタル系の業界では、優秀な人材を獲得する

ことを目的としたM&Aであるacqui-hiringが広く行われる

ようになった。ただ、狙いとした人が買収後に退社してしまう

こともしばしば。PwCアドバイザリー合同会社 パートナー

岡俊子は、「獲得したタレント（有能な人材）をいかに定着させ

るか」をテーマに、買収後統合（PMI）のポイントを解説した。

そもそも、「伝統的大企業がデジタル系のベンチャー企業を

M&Aする場合、買い手にとっての悩みは深い」と岡は言う。

獲得する対象者が、“組織の体をなしていない同好会の”“好き

なことにしか没頭しない”“すぐに辞めてしまいそうな”“違う

人種”にしか見えないというのだ。

そこで岡が勧めるのは、「人」と「ビジネスモデル」のどちら

を獲得したかったのかを再確認してみること。対象者が退社

してもビジネスとしてはうまく回っている、というケースも

あるからだ。「 0を1にしたいのなら、獲得するのは人。1を大

きくしたいのなら、ビジネスモデル。どっちつかずのacqui-

hiringでは失敗する」と岡は指摘する。

では、どうすれば獲得したタレントを定着させることがで

きるのか―。「 M&Aで人を獲得することは採用と同じだと

いう議論もあるが、私に言わせれば、それはとても危ない考え

方だ」と、岡。採用で入ってくる人は「この会社で働きたい」

と思っているのに対し、acqui-hiringの場合は「自分が選んだ

会社ではない」というマイナスからのスタート。マーケットバ

リューがある人材ほど流出しやすいので、結果として“もぬけ

の殻”になってしまうのだ。

対策はいくつかある。まず、acqui-hiringしたデジタル系ベ

ンチャー企業は独立経営を保たせること。同じ意味で、求心

力過多の“圧迫経営”と遠心力過多の“放任経営”のどちらも避

け、相互理解と信頼関係に基づく関係を確立することも大切

だ。また、相手企業を高く評価していることを内外に明確に

伝えるのも効果が高い。「それを一番よく表すのは組織や人事

だ」と、岡。元のオーナーを経営陣に加えたり、旧組織をその

まま新しい事業部として組み込んだり、というのが典型的な

やり方だという。海外の企業をM&Aして子会社化した場合は、

旧経営陣に高額な報酬を支払ったり旧オーナーに利益配分な

どのインセンティブを提供したりする覚悟も欠かせない。

今後、acqui-hiringはデジタル系以外の企業に対しても盛

んに行われるようになる。新規事業を立ち上げられる人がそ

の企業内にいなければ、外部から人を獲得するしかないから

だ。「そのとき、買い手に必要なのは広い器と仏の心だ」と、岡。

回収ばかり急がず、さらなる投資で価値を高め、上から目線

をやめ、慈しみをもって育てるべきだと強調した。
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デジタル化の新潮流

グローバルメガトレンドセッション

デジタル活用による
ビジネスモデル変革
PwCあらた監査法人

代表執行役  木村 浩一郎

PwCが提唱する5つのメガトレンドの1つが、「テク

ノロジーの進化」。PwCあらた監査法人 代表執行役の

木村浩一郎は、「企業経営にとってテクノロジーを活用

した変革は極めて重要だ」と指摘する。

ただし、「第19回世界CEO意識調査」の結果を見る限

り、日本のCEOには世界のCEOに比べてテクノロジー

の優先順位が相対的に低いようだ。「世界のCEOは変革

に最も大きな影響を与える要素として『テクノロジーの

進歩』を挙げているが、日本のCEOは『人口構造の変化』

をトップに置いている」（木村）というのである。

法制に従った監査業務においてもテクノロジーを活

用した変革は重要だ。「かつてはサンプリングした伝票

を監査していたが、今はデータ分析ツールを使ってリ

スクが高いものに絞り込んでから検証している」と、木

村。Haloというデータ分析ツールで、ベンフォードの

法則を応用した監査の手法を紹介した。

空き部屋や車の“相乗り”を個人が提供するSharing Economy

が、わが国でも拡大の兆しを見せている。

PwCコンサルティング合同会社 パートナーの矢矧晴彦は、

このSharing Economyの定義を「 “素人対素人”のP2P型サー

ビス、マッチング機能を提供する仲介者の存在、サービス品

質を担保するための提供者と利用者の相互評価、多くの場合

は最新ITを活用する、といった特性を持つビジネスモデルだ」

と解説。代表例として宿泊施設提供のAirbnb、タクシー手配

&決済のUber、資金調達のKickstarter、駐車場貸し借りの

akippaなどを紹介した。

ビジネスモデルとしての将来性も高い。

「Sharing Economyが受けているのは、既存サービスより『安

い』、既存サービスより『便利』、生活者の好みに合わせて『パー

ソナライズ』の3つの理由があるためだ」と、矢矧。グローバ

ルには2013年の150億米ドル（ 1兆8,000億円）から2025

年予測の3,350億米ドル（ 44兆円）へと22倍に伸びるだろう

との予測を示した。年平均成長率（ CAGR）にすれば、29.5%

という驚異的な数値である。

日本のシェアリングエコノミー市場は、2015年度が290億

円の規模。2025年には10兆円になるとの予測もある。国内

での伸びが期待されているのは、自動車シェアリング、宿泊施

設提供、資金調達の3分野だ。

もちろん、成長を妨げる障害もまだ残っている。おもなも

のは、法規制、既存業界の反発、生活者側の意識（魅力を感

じない、事故時の不安）、供給者側の懸念（トラブル対応な

ど）の4つだ。しかし規制緩和に向けた法改正も見込まれてお

り、生活者の意識も慣れの問題。矢矧は、「供給者がサービス

をうまく進化させることと既存業界の反発をソフトに収めて

いくことはチャレンジングですが、この2つが原因でSharing 

Economyが日本で伸びないというまでの大きな阻害要因では

ないと理解している」との見方を示した。

また、既存業界の側にもSharing Economyをビジネス成長

の手段として活用しようとする動きがある。例えば、BMWは

BMWとMiniに限定して貸し出すサービスをヨーロッパで開

始。Hiltonは、部屋の指定・アメニティの追加・スマートフォ

ンのルームキー化ができるアプリを2015年から提供中だ。

Sharing Economyの発展には、関係者全員の取り組みが

不可欠。矢矧は、「既存企業はSharing Economyのなかに入っ

ていくか、それに対抗できるように自らのビジネスモデルを変

えていくべき。新規参入業者は提供者の質を高め続けてサー

ビス品質を向上させ、生活者も実名での相互評価を通じてサー

ビスを育てるというマインドを持つ必要がある」と述べた。

Sharing Economy
PwCコンサルティング合同会社

パートナー  矢矧 晴彦

サイバー攻撃が多発する昨今、Computer Security Incident 

Response Team（CSIRT）を設置する企業・団体が増えている。

「ただ、CSIRTがあるのにサイバー攻撃による被害が発生した

例も多い」と明かすのは、PwCサイバーサービス合同会社で最

高技術顧問を務める名和利男。サイバー攻撃への対処に成功

するかどうかは、レスポンス能力の構築に努力しているか否

かにあると指摘した。

現状のCSIRTに見られるおもな問題点は、「連絡体制がうま

く機能していない」「兼務の役職者ばかりで実働要員が不在」

「状況を適切に認識できない」「インシデントハンドリングに

一貫性がない」の4つ。役職者が多くなる理由を、名和は「政

府機関や業界団体が『インシデントレスポンスは経営層の問題

である』と指導したため」と見ている。

では、本来の CSIRTにはどのような能力が求められるの

か――。名和が挙げるのは「兆候を積極的に検知・収集」「兆

候から事実を推定」「トリアージ」「技術的・管理的・法務的

対処」「関係部門との連携」の5項目だ。

兆候を検知・ 収集するには、IDS/IPSやNext Generation 

Firewall（ NGFW）などの“お金がかかる方法”と、独立行政法人

情報処理推進機構（ IPA）・コンピューター緊急対応センター

（ JPCERT）・市町村が開く勉強会などから情報を得て自ら努力

する方法の2つがある。「この“努力”でやるのがCSIRTだ」と、

名和は強める。そのような情報、過去の記録、自部門／他部門

の専門的人材の意見を総合して事実を推定、トリアージで分類

し、レスポンスの優先度付けを行うのだ。その後、技術的・管

理的・法務的な対処を実施しつつ、関係部門との連携を進める。

このような「サイバー攻撃対処としてのレスポンス能力」を

高めるのに役立つものとして、名和は4つの取り組みを示した。

まず、メンバー間の定例会や「勉強会」。「インシデントレス

ポンス時にやり取りする相手の顔が見えること」が極めて重要

と名和は言う。また、「継続的な情報共有」で組織行動能力を

補充し、「サイバー攻撃演習」を実施して疑似経験を積み上げ

たり要改善点を洗い出したりすることも欠かせない。さらに、

ヘッドハンティングによる「経験者の獲得」も有効だ。ポイン

トは、呼び入れた人に組織内の要員を育成させること。「採る

のは一人か二人で十分。後は、ブラザーシスター制度で教えて

いけばノウハウや知見が組織内に展開されていき、組織全体の

能力向上に資するはずだ」と、名和は考えている。

インシデントレスポンスは、防止策としてのリスク管理では

なく、被害発生後に影響を最小限にしたり原状に回復したり

するための危機管理である――。セッションの最後に、名和

はこう結論付けた。

サイバー攻撃対処としてのレスポンス
能力の構築に役立つ取り組み
PwCサイバーサービス合同会社

最高技術顧問  名和 利男
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リスクマネジメントへの対応

グローバルメガトレンドセッション

デジタル時代におけるリスクとは
PwC税理士法人

理事長  宮川 和也

「デジタル時代とは、テクノロジーの進化に伴い、大

量かつ複雑な情報が容易に処理・移動できる時代のこ

とである」──PwC税理士法人の理事長、宮川和也は、

デジタル時代をこう定義付けた。一般に“ローテク”と

される税の世界だが、そこにも確実にテクノロジーの

波が押し寄せている。運用が開始されるマイナンバー

制度もそんな流れを象徴するものだ。このマイナンバー

は単なる数字ではあるが、勤務先や納税額などの極め

て重要な個人情報と紐付いているため、企業には厳重

に管理する義務が課せられている。そこで宮川は、過

去に発生した国内大手企業での個人情報流出事件を引

き合いに出しつつ、「予防体制はもちろんのこと、万が

一事故が起きてしまった場合にも、すぐに原因を究明

できるような早期発見体制が重要だ」と、強く訴えた。

そして「テクノロジーの進化に伴いリスクは質量ともに

変化しており、従来型の予防や早期発見体制ではもは

や十分ではない。新たなリスクマネジメント体制の確

立が、企業の喫緊の課題なのだ」と続けつつ、「リスク

マネジメントへの対応」トラックのイントロダクション

を締めくくった。

PwCが実施した最新の世界CEO意識調査からは、世界の

CEOの多くが、成長機会が増えたのと同時に脅威もまた増え

たと考えているのが分かる。これが日本のCEOとなると、こ

の傾向はより顕著なものとなっている。世界のCEOが懸念す

る脅威のトップ3は、“過剰な規制”“鍵となる人材の調達”“財

政赤字負担と政府の対応”である。一方、日本企業が懸念する

脅威としては、グローバル人材の不足を挙げる割合が世界平

均と比べて高い。他にはセキュリティの脆弱性に起因する情

報漏えいや原子力発電所の停止、テクノロジーを中心とした

イノベーションの加速を懸念する声も目立つ。

また、TPPやBEPSに代表されるように、ビジネスのグロー

バル化と合わせて法規制もまたグローバル化しつつある。

出口は「あくまで個人的見解」と前置きした上で、「今後の方向

性としては、グローバルレベルで標準化・統一化へと向かう

のは間違いないと見ている」と語った。戦略を遂行するため重

視するテクノロジーとして日本のCEOの実に85％が“サイバー

セキュリティ ”を挙げ ており、これに“顧客との関係構 築の

ためのモバイル技術”が83％、“データマイニングと分析”が

76％と続いている。「この辺りが日本企業にとってのデジタル

に関するリスクとして、増加傾向にあるものと言えるだろう」

と、出口はコメントした。

続いて出口は、PwCによるリスクマネジメントに関する全

世界調査に言及。リスクリーダーたる企業とそうでない企業

のパフォーマンスを比べたところ、リスク管理がよくできてい

る前者が、利益率や成長率において後者を明らかに上回って

いることが判明した。この結果について出口はこう分析する。

「 成長率を達成している企業や高利益率の企業は、組織設計

やIT活用に対するアンテナが高く、獲得した情報をスピーディ

に組織展開できる体制が整っているということだろう」

次に出口は、戦略、組織、プロセス、人材、テクノロジーと

いった観点から、ガバナンスとリスクマネジメントフレーム

ワークを紹介した。「ガバナンスはリスクマネジメントの上に

成り立っており、リスクマネジメント体制がしっかりできてい

なければガバナンスを効かせることはできない」と強調した出

口は、「リスク評価などがリスクマネジメント体制に的確に取

り込まれていないと、監視上や執行上の誤った判断につなが

る恐れがある」と警告した。そして「 最終的に目指すべきは

リスクカルチャーを構築することだ 」と述べた上で、リスク

マネジメントにおける組織モデルとして3つのディフェンス

モデルを提示。最後は次のように語りかけてセッションを締

めくくった。「コーポレートコミュニケーションの世界でもテ

クノロジー活用は必須となりつつある。ただし、ただテクノロ

ジーを取り入れればいいわけではなく、そこには共通の言語

がないといけないこともぜひ理解していただきたい」

デジタル時代のリスクガバナンス
PwCあらた監査法人

パートナー  出口 眞也

デジタルフォレンジックスとは、法科学の1分野であり、国

内では“デジタル鑑識”と呼ばれることもある。そしてデジタ

ルフォレンジックスは、“コンピュータフォレンジックス”“フォ

レンジックデータ分析”“データベースフォレンジックス”“モバ

イルフォレンジックス”“ネットワークフォレンジックス”の5

つの分野に大別される。池田はデジタルフォレンジックスを、

「デジタルデータとして存在する情報の回復と調査・分析を行

うことで、何が起こったかを証拠に基づいて解明することだ」

と説明する。デジタルフォレンジックスの過程には、3ステッ

プある。ステップ1はデジタル証拠の保全収集、ステップ2は

デジタル証拠の調査・分析、ステップ3は調査結果の報告と

なっている。そしてデジタルフォレンジックスの調査アプロー

チも、文系的アプローチと理系的アプローチの2種類に分け

られる。池田は言う。「文系的アプローチの特徴は、電子デー

タや電子メールとして保存されているドキュメントの“内容”

に焦点を絞った調査であること。海外で行われる“ｅディスカ

バリー ”の手法およびツールを利用し、大量の電子データやド

キュメントに対して検索をかけ、チームでレビューを行いなが

ら証拠の特定を行うアプローチだ」。一方、理系的アプローチ

の特徴としては、ドキュメントの内容ではなくコンピュータ上

の“アーティファクト（ファイルの日付やOSの設定情報など内

容以外の情報）”に焦点を絞った調査であることが挙げられる。

デジタルフォレンジックスを用いた不正調査のプレーヤーに

は、クライアントやプロフェッショナルファーム、国内外の弁護

士事務所などがある。池田による各プレーヤーの対応可能範囲

の解説から、プロフェッショナルファームの能力が総じて高いこ

とが分かった。「それぞれ何が得意で何が不得意なのかを学ぶこ

とで、適切なプレーヤーを選択して不正調査に臨むことができ

る」と池田は強調する。クライアントとの連携パターンでは、欧

米企業に多いのが、何かあったときにはすぐに弁護士事務所とプ

ロフェッショナルファームに連絡できるような体制、もしくは社

内に専門部隊を置いてプロフェッショナルファームとアライア

ンスを組み、法的判断が必要な際に弁護士を利用するという体

制だ。一方の日本企業に多いのが、何かあったらまず弁護士に相

談し、その都度、業者やプロフェッショナルファームの紹介を

受けるというパターンである。これについて池田は、「非常に時間

がかかるパターンであり、対応が後手に回りがち。日本企業も欧

米型の連携パターンを目指すべきだろう」との見解を述べ、「い

ざというときに、すぐに相談できる専門家とあらかじめ関係を

構築しておくことが重要だ」と会場に訴えかけ壇を後にした。

内部不正調査と
デジタルフォレンジックス
PwCアドバイザリー合同会社

シニアマネージャー  池田 雄一
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海外事業戦略の展望と対応

グローバルメガトレンドセッション

グローバル化と事業再生
PwCアドバイザリー合同会社

パートナー  倉田 治

この1年間で上場企業が海外事業に関連して計上し

た損失は1.5兆円にものぼる。背景には「急激かつ予想

をはるかに超えた事業環境の変化がある」とPwCアド

バイザリー合同会社のパートナー、倉田治は指摘する。

激変する海外での事業で重要なことは、事業環境の変

化を早期に把握し、それに合わせてビジネスを進化させ

ていくこと。

倉田は、ある顧客の例を出して説明を始めた。その

顧客企業は、系列メーカーとともに海外に生産拠点を

構えたのだが、系列メーカーの製品の進化により、大幅

な売り上げ減少が避けられない事態となった。そこで、

その企業は新たに現地営業部を開設、系列メーカー

以外の海外メーカーにも営業を行うことで生き残りを

図っているという。

日本企業の多くは、こういった海外での不測の事態

に合わせた進化ができないと倉田は言う。また、進化

は身近にあるものだと。そして、今必要なのは企業を

進化させることのできるグローバル人材の育成である

と訴えた。

金融機関は規制業種である。それは預金者保護や金融危機

が、経済に与える影響を最小限にするためである。PwC総合

研究所のマネージングディレクター、北野淳史は金融危機後

のグローバルな金融規制の流れと、これからの方向性につい

て説明した。

リーマンショック後、金融機関に対するグローバルな金融

規制改革が進められてきている。グローバルな活動を行う金

融機関の安定は、世界経済安定のために必要不可欠なのだ。

国際金融基準の策定主体の 1 つであるバーゼル銀行監督

委員会は、サブプライム問題やリーマンショックの反省から、

自己資本比率規制、レバレッジ比率規制、流動性規制からなる

バーゼルⅢの策定を通じて規制の強化を図ってきた。

自己資本規制下では、資本が積み上がるほど健全性は増す

と判断されるが、銀行自身も株式会社であるため、利益を上

げ、株主への還元を考えなければならない。自己資本の積み

上げと株主への還元のバランスという難しい経営判断が求め

られてきている。

また、米国、欧州、英国の各国では、金融機関に共通のスト

レステストを実施している。FRB（連邦準備制度理事）のフィッ

シャー副総裁は、このストレステストが、米国の大規模金融

機関に対する規制・監督の新しい手法の土台となっていると

語っており、当局が金融機関の資本政策に直接関与する時代

となっている。

さらに前述のバーゼル委員会は、グローバルなシステム上

重要な銀行（G-SIB）を指定し、追加資本賦課を求めている。

こういった規制は、金融機関によるさらなる規模の拡大や、

複雑な展開を抑制することが目的であると北野は指摘する。

しかし、現在の各国規制当局の銀行規制に関するトーンに

変化が生じているという。バーゼル銀行監督委員会のイング

ベス議長は危機後の規制枠組みは現在十分に構築され、バー

ゼルⅢの改革パッケージを最終化する段階に入っていると明

言している。また、FRBのタルーロ理事は、シャドーバンクシ

ステムの規模とその脆さを指摘した上で、シャドーバンクの

成長を制限するために、銀行に不必要な負担を課さないとい

う方針に言及している。

グローバルな金融規制は、これまでは強化される方向にだ

け動いている印象があった。しかし、ここにきて足下ではその

方向性が変わってきている。北野は、こうした規制強化の見

直しの流れがある一方、金融を取り巻くテクノロジーの進化

により銀行業を取り巻くビジネス環境が大きく変化してきて

いるなかで、銀行がどう対応していくかが今後の大きな課題

なのではないかと総括した。

税務コーポレートガバナンスの強化
PwC税理士法人

国際税務サービスグループ  パートナー  白崎 亨

グローバル金融規制
PwC総合研究所

マネージングディレクター  北野 淳史

PwC税理士法人のパートナー、白崎亨は、日系多国籍企業

を取り巻く、税務にかかわる4つのメガトレンドを挙げた。

1つ目は、日系企業による海外展開の伸長。海外展開に伴い、

移転価格税制による二重課税など、さまざまな税務リスクの

発生が予見されるという。

2つ目は、国際課税ルールの大転換。多国籍企業による各国

税制の相違点や不整合を利用した過度な節税に対応するため、

OECD（経済協力開発機構）等によってBEPSプロジェクトが

発足し、昨年最終報告書が公表された。この最終報告を受け、

参加各国は国際的な税制の調和を図るための税制改正を行う

ことになっているという。

3つ目は、ROEを重視した経営。企業が持続的成長を目指す

ため、ROE等を重視した経営へのシフトが不可欠であるとい

う。ROE等の向上は、さまざまなステークホルダーの価値を

高めることにつながる。ROE重視経営にとっては、税は適切

に管理すべきコストとして捉えることが必要となる。

4つ目が、納税と企業の社会的責任。一部の多国籍企業によ

る過度な節税に反発し、英国では市民レベルの不買運動が起

きた。過度な節税は、企業がその社会的な責任を果たしてい

ないと捉えられる、レピュテーションリスクを高めることに

なるのだ。これに対し、欧州の一部企業では、自主的に納税額

をウェブサイトで公開する企業も出てきている。これがすぐ

に世界の潮流になるかどうかは、今後の展開を見守らなければ

ならないだろうが、注視する必要があるとの見解を白崎は

述べた。

続けて、白崎は税務部門による企業価値向上への貢献とい

う持論を展開した。税務コーポレートガバナンス体制を整備・

強化し「守り」である税務リスク管理に加え「攻め」となる税

務コスト管理を実行することで、企業価値の向上に大きく貢

献できる税務部門を作っていくことが、これからの日系企業に

必要だという。

しかし、日系多国籍企業の税務管理体制には多くの課題が

あるという。その1つとして、企業規模に比して少ない税務部

門の人数。根底には、専門性の高い税務の知識と経験を有す

る人材の不足があり、解決は簡単ではないという。

日系多国籍企業を取り巻く税務にかかわるメガトレンドに

対応するためには「税」を経営課題として捉え、税務リスクお

よび税務コストのバランスを取りながら適切に管理し、合理

的な意思決定を行う税務コーポレートガバナンスを整備する

ことが重要であり、そのインフラとして積極的なテクノロジー

の活用を行い、税務業務の効率向上を進める必要があると白

崎は指摘する。
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PwC Japan News

PwC、世界で最もブランド力がある企業のひとつに
PwC は、「 Brand F inance G loba l 500 

2016 」で最もパワフルなブランド企業10

社に選ばれました。当ランキングは、英国

のブランド・ファイナンス社が認知度、満

足度、推奨度、財務状況、内部投資、市場

占有率、収益などを計測して企業のブラン

ド価値を数値化したものになります。PwC

は、6 年連続で、AAA+の高い評価を獲得し、

商業サービス部門の主要なブランドとして

評価され続けています。

マシンラーニングを用いた業務改革支援サービス提供開始
— グローバルリーダー登壇のメディアセミナーも開催
PwCコンサルティング合同会社は、マシン

ラーニング（ 機械学習 ）による企業の業務

改革、イノベーションを支援するコンサル

ティングサービスの提供を開始しました。

金融、製造といった業界を中心に、ビジネ

スモデルに応じたシステムデザインから、

業務改革の実行、定着化まで一貫して支援

します。3月2日には、マシンラーニング

のサービス提供実績があるPwC米国、香

港、ドイツ各国からリーダーが来日し、メ

ディ アイベントを開催しまし

た（ 写真 ）。多数のジャーナリ

ストにご参加いただくなかで、

パネルディスカッションを通

じ、実際のビジネスへの活用事

例など各国の最新動向が紹介

されました。

PwC、アカデミー賞の特別番組に取材協力
PwC米国のパートナーで、アカデミー賞投

票管理共同リーダーの1人、ブライアン・

カリナン（ Brian Cullinan ）が WOWOW

のアカデミー賞関連の特別番組「 あなたの

知らないアカデミー賞〜数字で紐解く〜 」

に取材協力し、投票管理から発表までの舞

台裏について語りました。当番組は今年1

月31日より複数回にわたり放映されてい

ます。PwCは、映画芸術科学アカデミーの

委託によりアカデミー賞の投票管理を始め

て今年で82 年目を迎えました。投票プロ

セスを全面的に管理し、全ての票の保管と

集計を厳重に行うことで、高度な正確性と

機密性が求められる投票プロセスを維持し

ながら、アカデミー賞を支えることが PwC

のミッションです。

ダイバーシティ&インクルージョンのさらなる浸透を目指す
— “HeForShe”“Diversity Steering Committee”を開催
2016 年1月、PwC Japanグ ル ー プ では、

汐留オフィスで女性の権利平等を目指す国

連組織「 UN Women 」主導の女性の地位向

上のために男性の理解と協力を促す国際的

なイニシアチブである「 HeForShe 」の社

内キックオフイベントを開催しました。当

イベントには、PwC Japanグルー プの５

法人から20 名が参加し、「 HeForShe 」の

活動目的や各自の役割などについて討論し

ました。また、同月「 Diversity Steering 

Committee 」を開催し、Diversityの浸透

度を継続する総合目標である「 Inclusion 

Index 」について経営陣が振り返りました。

これらの活動を通じPwC Japanグループ

では、さらなる職場環境の整備と社員の意

識改善を図っていきます。

復興を多面的な視点で支援
— 「東北の未来に向けて2016」「PwC東北復興支援マルシェ」を実施

PwC Japanグ ル ー プ は 2016 年 3 月 8 日

に汐留オフィスにて、「 東北の未来に向け

て2016 ～ PwC Japan 3.11イベント～ 」

を開催しました。当日は一般社団法人 RCF

の代表理事 藤沢烈氏を招き、産業復興に向

けた課題や企業連携の要点に関してご講演

いただくとともに、PwC Japanグループが

復興に向けて展開している4つの取り組み

について講師と参加者が意見交換を行うポ

スターセッションの場を設けました。また

2月10日に復興支援活動の一環として岩

手県と福島県の特産品を販売する企業マル

シェ「 PwC東北復興支援マルシェ」を実施

しました（ 写真 ）。

PwC あらた監査法人、「NPOマネジメントフォーラム2016」に協力
— ドイツ・英国・オーストリアにTeach For Japanとの連携事例を紹介
2016 年 2月25日、内閣府「 青年社会活動

コアリーダー育成プログラム 」で招へいさ

れたドイツ・ 英国・ オー ストリアの青年

11名が PwCあらた監査法人を視察しまし

た。同視察は「 NPOマネジメントフォーラ

ム2016 」の一環で、「 非営利団体と企業と

の連携・協働 」というテーマを基に、企業

が非営利団体と連携・協働する意義や実施

する上での課題や相乗効果について意見交

換を行いました。さらに視察の内容につい

ては2月28日に行われた本プログラムの

成果発表会で内閣府関係者および視察先団

体に共有されました。

PwCあらた監査法人、「クラウド・リスク・マネジメント」を発刊
— クラウドサービス利用時のリスク管理方法が集約
PwCあらた監査法人は、2016 年1月に、「ク

ラウド・リスク・マネジメント」(同文舘出

版)を発刊しました。本書では、当法人でシ

ステム監査に携わる第一線のメンバーが、

クラウドサービスを利用する際に把握して

おくべきリスクとそのリスクを適切に管理

していく手法について、過去の監査やアド

バイザリーの経験、PwCのグローバルネッ

トワークで保有する知見などを基に分かり

やすく解説しています。クラウド・リスク・

マネジメントの入門書として、また現場で

の実用書として幅広くご利用いただけます。

PwC税理士法人、間接税サービスチーム発足
PwC税理士法人は、2017 年春に予定され

ている消費税率の改正に伴い間接税全般へ

の関心が高まるなか、クライアントからの

ニーズに応えるべく、間接税サービスチー

ムを立ち上げました。

日本の消費税のみならず、日本の会社が海

外での付加価値税についても何らかの対応

が必要となるケースもあり、PwC税理士法

人間接税サービスチームは、国内の消費税

に限らず、PwCの世界

各国の間接税チームと

連携しながら、海外の

間接税についてのアド

バイスを提供していき

ます。

パートナー
村上 高士

シニアマネージャー
中田 幸康

マネージャー
溝口 豪

間接税サービスチーム
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19回目を迎える「世界CEO意識調査」では、「変貌する世界で成功を再定義する」をテーマに1,409 名
83カ国のCEOへ実施、分析を行いました。その結果、地政学的リスクの高まりとともに、世界経済成長
への自信が低下していることが判明しました。さらに本調査では、メガトレンドを中心に、CEOが直面
する多面的な脅威と、幅広い期待の変化を取り上げ、企業成長に対する脅威の背景へと迫っています。
ビジネスへの信頼が問われる中、顧客ニーズの実現と自社が成長する上で、進化するテクノロジーを
いかに活用できるかが鍵を握っていると言えるでしょう。
PwCは世界157カ国のグローバルネットワークによる知識と経験を集約し、企業のさらなる競争力強化に
向けて総合的に支援します。

www.pwc.com/jp/ceosurvey

CEO世界の の は、
自社に対する脅威が
3年前よりも高まっていると
感じている

PwC世界CEO意識調査

PwC Japanグループ 
Tel : 03-3546-8650　Email : pwcjppr@jp.pwc.com 
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